
区　分

（注）職員手当には退職手当を含みません。

　　(3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注)　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を指数で示したものです。

　　　　　　　千円

411 1,479,849 327,897 599,037 2,406,783 5,856

　　　　　　　千円 　　　　　　　千円

400 1,482,109

令和5年
度

　　　　　　人 　　　　　　　　　千円 　　　　　　千円 　　　　　　千円 　　　　　　　千円

Ｂ Ｂ／Ａ

810,342 3,817,007 10.4 11.2

307,388 575,602 2,365,099 5,913

（注）　人件費には、市職員給与及び市長等特別職、議会議員、各種委員会に支給される報酬、共済費（民間での社会保険料事業主負担分）を含んでいます。

　　(2)　職員給与費の状況（一般会計決算）

令和4年度の人件費率

令和5年
度

人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

（令和6年3月末） Ａ

区分 職員数

2 職員の給与及び職員数の状況

2の1　総括
　　(1)　人件費の状況（令和5年度普通会計決算）

区　　分 住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率 （参考）

　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

57,480 36,798,493

給与費 一人当たり給与費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ　　

令和4年
度

　　　　　　人 　　　　　　　　　千円 　　　　　　千円 　　　　　　千円

（H29）

98.0

（H29）

98.0

（H29）

99.1
（R05）

96.8

（R05）

98.3
（R05）

98.6

90.0

95.0

100.0

石狩市 類似団体平均 全国市平均

（指数）



2の2　職員の平均給与月額、初任給等の状況

円

円

歳 円 円

（注）

 　　　　 均である。                                                                          

      

大　学　卒 円 円 円 円

高　校　卒 円 円 円 円

円 円 円

円 円 円

2の3　一般行政職の級別職員数等の状況

.
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

  

411,300

16 4.4

31 8.6

365,500 446,200 100.0

305,200

3　　級
240,900 351,000

24 6.6

111 30.8

108 30.0
4　　級

271,600 382,000

特に高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う職務

主任の職務

主査又は係長の職務

6　　級
323,100

職員数 構成比標準的な職務内容

5　　級
295,400 394,00029 8.0

　　(1) 一般行政職の級別職員数の状況（令和6年4月1日現在）
区　　分 １号給の 給料月額 最高号給の 給料月額

1　　級
162,100 249,40042 11.6

定型的な業務を行う職務

　　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和6年4月1日現在）
区　　　         分 経 験 年 数 10 年 経 験 年 数 15 年 経 験 年 数 20 年

一般行政職
大　学　卒 261,100 296,500 333,500

高　校　卒 225,600 261,100

一般行政職
196,200 206,600 196,200 206,600

166,600 174,900 166,600 174,900

296,500

　　(2) 職員の初任給の状況（令和6年4月1日現在）

区 分
石　　　　狩　　　　市 国

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

３　国の値は、令和5年4月1日現在における職員の平均を使用しています。

石狩市 43.80 歳 322,000 円
400,655

357,363

１　「平均給料月額」とは、令和6年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の
額を合計したものです。このうち、上段はこれら全ての諸手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明ら
かにされているものです。また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれ
ていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　　(1)　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和6年4月1日現在）
　　　　　　　　　　一般行政職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

国 42.40 322,487 404,015

①課長等の職務
②主幹の職務

①部の次長等の職務
②困難な業務を処理する課長等の職務

部長等の職務7　　級

2　　級
208,000

（注）１　石狩市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（注）平成19年４月１日から、給料表を８級制から６級制に改正しています。

1級, 11.6% 1級, 9.4% 1級, 10.9%

2級, 6.6% 2級, 9.1% 2級, 7.1%

3級, 30.8% 3級, 30.9% 3級, 27.6%

4級, 30.0% 4級, 30.6% 4級, 33.6%

5級, 8.0% 5級, 6.9% 5級, 8.5%

6級, 8.6% 6級, 9.1% 6級, 8.5%

7級, 4.4% 7級, 4.0% 7級, 3.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和6年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
（注）平成19年４月１日から、給料表を８級制から６級制に改正しています。



昇給に係る勤務実績の反映は、勤務実績に基づき昇給区分を決定している。

昇給区分及び昇給号俸数は次のとおりである。

1人当たり平均支給額（令和5年度） 1人当たり平均支給額（令和4年度）

千円 千円

（令和5年度支給割合） （令和4年度支給割合） （令和4年度支給割合）

　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分) 月分) 月分) 月分) 月分) 月分)

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　　　5～15％ ・役職加算　　　5～20％ ・役職加算　　　5～20％

・管理職加算　10～25％ ・管理職加算　10～25％

（1.225 （1.025 （1.35 （0.95 （1.35 （0.95

－
1,458 1,627

2.45 2.05 2.40 2.00 2.40 2.00

国

　　(3) 昇給への勤務実績への反映状況

区分
昇給号俸数

高齢層職員以外の職員 高齢層職員

　　(2) 国との給料表カーブ比較表（令和6年4月1日現在）

勤務成績が良好でない職員 0号俸 0号俸

2の4　職員の手当の状況
　　(1) 期末手当・勤勉手当

石　　　　　　　　狩　　　　　　　　　市 北　　　　　　　　海　　　　　　　　　道

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

勤務成績が良好である職員 4号俸 2号俸

勤務成績がやや良好でない職員 2号俸 1号俸

（注）平成19年４月１日から、給料表を８級制から６級制に改正しています。
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27

＜作業＞

①テキストボックスを使用して

ブと同様に、当該地方公共

わかるようにしてください。

②各級の「代表的役職（最も人数が多い役職）」

（12ページ）を参考に記載してください。

※ 下記のテキストボックスは「市」の例

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

国10級（特に重要課長）

（百円）

給

料

月

額

昇 給

令和６年４月１日時点

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）市７級（部長）

国６級（困難課長補佐）

国５級（課長補佐）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国２級（上級係員）

国１級（係員）

市９級（代表的役職）

石狩市 （R６）

国家公務員（R６)

市８級（代表的役職）

市７級（代表的役職）

市６級（課長）

市５級（課長）

市４級（主査）

市３級（主任）

市２級（係員）

市１級（係員）



勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置　　　

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

千円

千円

％ 人 ％

千円

千円

　％

種類

千円  

千円

千円

千円

災害派遣業務手当 全職員
国又は他の地方公共団体の要請に基づ
く災害復旧等業務

日額2,000円

下水道管路施設内の点検、清掃業務 日額300円

　　(5) 時間外勤務手当
支給実績（令和4年度決算） 100,856

支給職員1人当たり平均支給年額（令和4年度決算） 353

支給実績（令和5年度決算） 115,093

支給職員1人当たり平均支給年額（令和5年度決算） 570

野犬捕獲作業等手当
都市整備課
ごみ・リサイクル課

犬、猫その他の動物の死体の収集は又運
搬業務

1件400円

行旅死亡人取扱手当 福祉総務課 行旅死亡人収容等業務 1件3,000円

道路上作業手当 都市整備課 道路維持修繕作業業務 日額300円

放射線取扱手当 診療放射線技師 エックス線その他の放射線に関する業務 日額250円

特殊現場作業等手当 下水道課

防疫作業手当 健康推進課・農政課 伝染病の患者等の防疫措置業務 日額400円

社会福祉業務手当 福祉総務課 生活保護に関する現業業務 日額300円

　　(4) 特殊勤務手当（令和6年4月1日現在）

支給実績（令和5年度決算） 923

支給職員1人当たり平均支給年額（令和5年度決算） 54

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和5年度） 3.8

手当の種類（手当数） 9

手当の名称 主な支給対象職員等 主な支給対象業務
左記職員に対する支
給単価

市税等徴収業務手当 納税課・国民健康保険課 市税等の徴収業務 日額200円

20

支給職員１人当たり平均支給年額（令和5年度決算） 624

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都特別区 20 3

47.709 47.709

208 19,300

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和5年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

　　(3) 地域手当（令和6年4月1日現在）
支給実績（令和5年度決算） 1,871

47.709 月分

　・定年前早期退職特例措置（2％～45％） 　・定年前早期退職特例措置（2％～45％）

47.709

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075 月分

39.7575 39.7575 47.709 月分47.709

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875 月分

　　(2) 退職手当
石狩市（令和6年4月1日現在） 国（令和5年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　  　　    　　　　勧奨・定年



円

円

円

円

円

円

月分副 議 長 3.40

議 員

退
職
手
当

　　（算定方式） 　（支給時期）

市 長 920,000円×20.504（任期4年の支給割合）

期
末
手
当

市 長 　　（令和6年度支給割合）

副 市 長
3.40 月分

教 育 長

常勤監査委員

議 長

常勤監査委員 590,000円×10.472（任期4年の支給割合） 任期終了後

　　（令和6年度支給割合）

任期終了後

副 市 長 735,000円×12.936（任期4年の支給割合）　 任期終了後

教 育 長 644,000円×8.514（任期3年の支給割合）　 任期終了後

報
酬

議 長 450,000 円

副 議 長 400,000 円

議 員 370,000 円

121,400

寒冷地手当

11月～3月（5か月間)支給で、
①世帯主で扶養親族のある
職員23,360円（月額）
②その他の世帯主である職
員13,060円（月額）
③その他の職員8,800円（月
額）

同じ 31,711 千円 100,670

休日勤務手当 支給割合100分の135 同じ 1,821 千円

　2の5　特別職の報酬等の状況（令和6年4月1日現在）
区 分 給 料 月 額 等

給
料

市 長 920,000 円

副 市 長 735,000 円

教 育 長 644,000 円

常勤監査委員 590,000 円

263,844

住居手当

①借家（家賃12,000円を超え
る者が対象）は、家賃の額に
応じて27,000円を限度に支給
（月額）
②配偶者が借家に居住する
単身赴任手当受給職員は、
家賃の額に応じて13,500円を
限度に支給（月額）

異なる

①借家・借間居住職員
（家賃16,000円を超え
る者が対象）は、家賃
の額に応じて28,000円
を限度に支給（月額）
②配偶者等が借家・借
間に居住する単身赴
任手当受給職員は、
家賃の額に応じて
14,000円を限度に支
給（月額）

25,252 千円 290,253

扶養手当

①配偶者6,500円（月額）
②子10,000円（月額）
③16歳年度初めから22歳年
度末までの子5,000円（月額
に加算）
④父母等6,500円（月額）

同じ 45,645 千円

91,198

管理職手当

①部長相当職75,700円（月
額）
②部次長相当職64,200円（月
額）
③課長相当職56,200円（月
額）

異なる
俸給の特別調整額
として、区分別に定
められた額を支給

51,467 千円 714,819

通勤手当

①自動車等使用者には、距
離に応じて2,400円から
32,000円の範囲内で支給（月
額）
②交通機関利用者には、運
賃の額に応じて、55,000円を
限度に支給（月額）

異なる

①自動車等使用者
には、距離に応じて
2,000円から31,600
円の範囲内で支給

②国と同様

25,809 千円

　　(6)　その他の手当（令和6年4月1日現在）

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度との
異同

国の制度と異なる内
容

支給実績（令和5年
度決算）

支給職員1人当
たり平均支給年
額（令和5年度決
算）



（各年4月1日現在）

 

（各年4月1日現在）

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

(▲9.3%)

総合計 451 457 456 452 456 467 16人 (3.6%)

公営企業等会計計 54 51 53 51 54 49 ▲5人

一般行政 348 358 358 359 358 373 25人 (7.2%)

45 ▲4人 (▲8.2%)

普通会計計 397 406 403 401 402 418

教育 49 48 45 42 44

21人 (5.3%)

人 人 人

5 28 32 40 36 30 24

人 人 人 人 人 人

45 76 76 65 10 467

　　(3)　職員数の推移

　　　　　　　年　　度
 部 門 別

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年
過去５年間

の増減数（率）

35歳 39歳 43歳 47歳

～ ～ ～ ～ ～

55歳

～～ ～

職員数
人 人 人 人

未満 23歳 27歳 31歳

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

小　計 54 49 -5

合　　計
456 467 11

　　(2)　年齢別職員構成の状況（令和6年4月1日現在）

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳

51歳 59歳 以上

48歳 52歳 56歳 60歳

計

～～

小　計 44 45 1

[    595   ］ [    595   ］ [     0     ］

下 水 道 9 9 0

そ の 他 18 16 -2 育児休業者の代替職員の任期満了に伴う減

事務見直しによる減

交 通公営企
業等会
計部門

病 院 9 7 -2 夜勤の廃止による減

水 道 18 17 -1

特別行
政部門

教 育 44 45 1

民 生 102 106 4

衛 生 42 45 3

消 防

体制強化

警 察

小　計 358 373 15

　　　　　　　　区　　分
　部　　門

職 員 数 （ 人 ） 対前年
増減数
（人）

主 な 増 減 理 由
令和5年 令和6年

商 工 10 11 1 部の変更のため

労 働 　

農 林 水 産 17 18 1 部の変更のため

体制強化

税 務 28 27 -1 育児休業者の代替職員の任期満了に伴う減

一般行
政部門

議 会 5 5 0

総 務 116 122 6

土 木 38 39 1 体制強化

育児休業者の代替職員

体制強化

2の6　職員数の状況
　　(1)　部門別職員数の状況と主な増減理由
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%



歳 円 円

　　　③ 職員の手当の状況

千円　 千円　

（令和5年度支給割合） （令和5年度支給割合）

　　　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　 　　　期末手当　　　　 　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分) 月分) 月分) 月分)

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 　 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　5～15％ ・役職加算　　　5～15％

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置 その他の加算措置　　　

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

　　　

千円

　円

　％

現場危険作業手当 石狩河口橋添架水道管調査作業に従事した職員 １回1,500円

32

水道料金等徴収業務手当 水道料金等の徴収業務に従事した職員 日額２００円

手当の種類（手当数） 2 種類

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（令和5年度決算）

　　　　ア　期末手当・勤勉手当

石狩市水道事業会計 石狩市（普通会計)

47.709

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

1人当たり平均支給額（令和5年度） 1人当たり平均支給額（令和5年度）

1,676 1,458

2.45 2.05 2.45 2.05

(1.225 (1.025 （1.225 （1.025

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　　　イ　退職手当（令和6年4月1日現在）

47.709

　　　② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和6年4月1日現在）

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

石狩市水道事業会計 45.0 333,924 374,879

4.06
資本的支出

　　　　千円 千円　 千円　 ％　　　　 ％　

1,527,360 - 52,709 3.45

2の7　公営企業職員の状況
　　(1)　石狩市水道事業
　　　①　職員給与費の状況

　　　　ア　令和5年度決算

区分
総費用

純損益又は実
質収支

職員給与費
総費用に占める職

員給与費比率

（参考）

令和4年度の総費用に占める職員
給与費比率Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ

収益的支出
　　　　千円 千円　 千円　 ％　　　　 ％　

1,812,704 14,460 64,470 3.56 3.55

石狩市水道事業会計 石狩市（一般職)

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　  　　    　　　　勧奨・定年

月分

　・定年前早期退職特例措置（2％～45％） 　・定年前早期退職特例措置（2％～45％）

- - 208 19,300

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

　　　　ウ　特殊勤務手当（令和6年4月1日現在）

支給職員1人当たり平均支給年額（令和5年度決算） 3,937

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和5年度） 44.4

47.709 47.709

28.0395 33.27075 28.0395 33.270750 月分

39.7575 47.709 39.7575 47.709 月分

月分



千円

千円

千円

千円

円

円

円

円

円

円

支給職員1人当たり平均支給年額（令和5年度決算） 166

　　　　オ　その他の手当（令和6年4月1日現在）

手　当　名 内容及び支給単価

　　　　エ　時間外勤務手当

支給実績（令和4年度決算） 2,655

支給職員1人当たり平均支給年額（令和4年度決算） 204

支給実績（令和5年度決算） 1,998

扶養手当

①配偶者6,500円（月額）
②子10,000円（月額）
③16歳年度初めから22歳年
度末までの子5,000円（月額
に加算）
④父母等6,500円（月額）

同じ 2,750 千円 229,167

一般行政職
の制度との異
同

一般行政職の制度
と異なる内容

支給実績（令和5年
度決算）

支給職員1人当たり
平均支給年額（令
和5年度決算）

294,250

通勤手当

①自動車等使用者には、距
離に応じて2,400円から
32,000円の範囲内で支給（月
額）
②交通機関利用者には、1か
月定期券等の実費額に応じ
て、55,000円を限度に支給
（月額）

同じ 959 千円 63,943

住居手当

①借家（家賃12,000円を超え
る者が対象）は、家賃の額に
応じて27,000円を限度に支給
（月額）
②配偶者が借家に居住する
単身赴任手当受給職員は、
家賃の額に応じて13,500円を
限度に支給（月額）

同じ 1,177 千円

寒冷地手当

11月～3月（5か月間)支給で、
①世帯主で扶養親族のある
職員　23,360円（月額）　②そ
の他の世帯主である職員
13,060円（月額）　③その他の
職員8,800円（月額）

同じ 1,719 千円 95,500

休日勤務手当 支給割合100分の135 同じ 　 0 千円 0

管理職手当

①部長相当職75,700円（月
額）
②課長相当職56,200円（月
額）

同じ 2,932 千円 732,900


